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65歳以上人口の指数の推移

注 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計」より作成。 1

東京都における地方法人課税の偏在是正措置等による影響額の推移

注１ 東京都財務局「国の不合理な措置に対する東京都の主張－地方消費税の清算基準の見直しに向けた反論－」等より作成。
２ 令和２年度までは決算額、令和３年度は当初予算額による。
３ 端数処理の関係で合計と内訳が一致しない場合がある。
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偏在是正措置

分割基準の見直しによる影響額

○令和元年度税制改正
特別法人事業税の創設

○平成20年度税制改正
法人事業税の暫定措置導入

○平成26年度税制改正
法人住民税の交付税原資化

○平成元年度税制改正
法人事業税の分割基準の見直し

○平成17年度税制改正
法人事業税の分割基準の見直し

H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3

影響額
合計

785 889 807 604 527 496 503 577 566 501 421 507 755 661 476 551 806 2,348 2,263 2,115 2,409 2,738 2,594 2,228 3,446 3,382 5,132 6,285 6,310 7,045 7,527 8,863 9,157



減資企業の増加

注 資料１及び資料２は、東京商工リサーチ「『減資企業』動向調査」（2021年６月９日）より引用。
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■ 近年、資本金を減資する大企業が増加している。資本金を１億円以下とすることで法人税法上は中小企業と

みなされ、法人税率の引き下げや法人事業税の外形標準課税の免除等の税制優遇措置の対象となる。

■ 減資企業は、コロナ禍において特に売上が減少した飲食業・旅行業・その他サービス業等に多い。

【資料１】資本金１億円以下に減資した企業 産業別 （社） 【資料２】資本金１億円以下に減資した企業の損益別
（内側が20年、外側が21年）

消費税（国・地方）の多段階課税の仕組みと地方消費税の清算

注 総務省「第１回 地方消費税に関する検討会」（平成29年４月25日）会議資料より作成。 4



「ふるさと納税」に係る控除の適用状況の推移（個人住民税）

注１ 総務省「ふるさと納税ポータルサイト」関連資料をもとに作成。
２ 各年度、控除額が最も多い都道府県は網掛け、最も少ない都道府県は白抜きで表示している。
３ 数値は、それぞれ前年の１月から12月までにされた寄附のうち個人住民税における寄附金税額控除の対象となる寄附金について、「都道府県・市区町村に対する寄附金」

にかかる控除額を取りまとめたもの。ただし、令和３年度の数値は「市町村税課税状況等の調」の調査票をもとに寄附金税額控除に係る数値について事前に調査し、取りま
とめたもの。（令和３年６月１日時点）

４ 「特例制度適用分」の欄は、都道府県等に対する寄附金のうち、地方税法附則第７条の２の申告特例控除額が控除される者の寄附金にかかる寄附金税額控除額である。
また、「うち申告特例控除額」の欄は、都道府県等に対する寄附金のうち地方税法附則第７条の２の申告特例控除額が控除される者の寄附金にかかる申告特例控除額である。

５ 端数処理の関係で、合計と内訳が一致しない場合がある。

5

（単位：千円）

「ふるさと納税」の受入額及び受入件数の推移（全国計）

注 総務省「ふるさと納税に関する現況調査結果」（令和３年７月）より抜粋。
6



「ふるさと納税」による控除額（都内区市町村別）

注１ 総務省「ふるさと納税に関する現況調査（税額控除の実績等）」（令和２年度・令和３年度）をもとに作成。
２ 控除額の数値は、各年度分の個人住民税の課税対象となる期間（前年１月１日～12月31日）において支出された都道府県、区市町村に対する寄附金のうち、

個人住民税の寄附金税額控除が適用された寄附金にかかる控除額であり、「市町村税課税状況等の調」の調査票をもとに事前に調査し取りまとめたもの。
令和２年度の数値は令和２年６月１日時点、令和３年度の数値は令和３年６月１日時点のもの。

３ 「東京都」の控除額は、道府県民税にかかるもの。
４ 各計数は表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。
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（単位：千円）

令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度

千代田区 1,040,817 1,276,446 八王子市 914,022 1,134,616 羽村市 64,186 83,853

中央区 1,638,512 2,405,340 立川市 390,814 505,962 あきる野市 74,375 95,571

港区 3,323,737 3,898,199 武蔵野市 756,371 976,543 西東京市 454,162 571,534

新宿区 1,958,887 2,557,446 三鷹市 599,508 780,010 瑞穂町 21,799 28,092

文京区 1,635,269 1,982,679 青梅市 120,352 145,615 日の出町 10,826 14,151

台東区 818,799 1,010,623 府中市 570,823 753,612 檜原村 695 792

墨田区 901,794 1,227,461 昭島市 161,467 217,324 奥多摩町 1,554 2,531

江東区 2,575,354 3,286,837 調布市 728,027 937,168 大島町 4,466 6,874

品川区 2,443,487 3,073,576 町田市 884,113 1,120,712 利島村 242 635

目黒区 2,172,377 2,736,960 小金井市 392,352 481,861 新島村 1,665 2,667

大田区 2,571,597 3,198,053 小平市 440,740 551,558 神津島村 1,314 1,815

世田谷区 4,931,196 6,074,376 日野市 381,692 491,823 三宅村 1,553 3,206

渋谷区 2,653,387 3,049,575 東村山市 210,473 271,912 御蔵島村 345 542

中野区 1,170,533 1,558,562 国分寺市 436,066 478,365 八丈町 6,243 7,730

杉並区 2,484,738 3,016,008 国立市 239,801 294,111 青ヶ島村 0 131

豊島区 1,277,742 1,580,871 福生市 60,249 80,770 小笠原村 5,275 8,216

北区 969,863 1,366,371 狛江市 211,435 281,725 区市町村合計 51,564,760 64,742,788

荒川区 633,840 818,121 東大和市 122,233 147,961 東京都 34,361,222 43,171,985

板橋区 1,330,871 1,736,692 清瀬市 109,512 145,256 東京都合計 85,925,982 107,914,773

練馬区 2,295,999 2,588,923 東久留米市 189,148 253,966

足立区 1,227,005 1,639,061 武蔵村山市 62,392 79,044

葛飾区 827,388 1,035,625 多摩市 290,191 384,467

江戸川区 1,508,854 1,969,839 稲城市 252,233 312,419

控除額（市町村民税） 控除額（市町村民税）控除額（市町村民税）

地球温暖化対策のための税

注 総務省「地方財政審議会」（平成28年３月28日）資料、環境省資料より作成。

8



主な炭素税導入国の比較

注１ 環境省「税制全体のグリーン化推進検討会（第１回）」（令和３年８月11日）資料より抜粋。
２ 税率は2021年１月時点。税収は取得可能な直近の値。
３ 為替レート：１CAD=約82円、１EUR＝約125円、１GBP=約141円、１CHF=約112円、１SEK=約12円、１NOK=約12円、１DKK＝約17円。
（2018～2020年の為替レート（TTM）の平均値、みずほ銀行）

9

日本及び諸外国の実効炭素価格

注 環境省「カーボンプライシングの活用に関する小委員会（第13回）」（令和３年３月２日）資料より抜粋。
10

■ OECDによれば、日本及び諸外国の実効炭素価格（排出枠価格、炭素税、エネルギー税の合計)
(全部門）は以下のとおり。日本の実効炭素価格は30EUR/tCO2である。

ＥＵ加盟国



ソーラーパネル等を導入した場合の主な税制措置（概要）

注 財務省、国税庁、国土交通省、東京都主税局、一般社団法人 住宅性能評価・表示協会ホームページ等より作成。 11

自動車関連税の概要

注 東京都税制調査会『自動車関連税制のあり方に関する分科会報告書』（令和３年３月）より再掲。 12



人口一人当たり税収額指数（平成30年度決算額）

注１ 総務省「平成30年度都道府県財政指数表」より作成。
２ 人口は、平成31年１月１日現在の住民基本台帳による。 13

○ 道府県税である自動車取得税、自動車税及び軽油引取税について、都道府県別の人口一人当たりの税収額

指数をみると、都市部と比較して地方部ほど一人当たりの税収額が大きくなっている。

自動車の外部環境の変化とCASE

注 経済産業省『自動車リサイクル制度と新時代自動車戦略』（令和元年10月11日）資料等より作成。 14



自動車関連税の税収推移

注１ 総務省「地方財政白書」、「地方税に関する参考係数資料」、財務省「租税及び印紙収入決算額調」等より作成。税収は決算額。
２ 揮発油税（地方分）の税収については、平成20年度分までは地方道路税収額を記載し、平成21年度以降は地方揮発油税額を記載している。
３ 端数処理の関係上、合計と一致しない場合がある.。 15

我が国のカーシェアリングに関する動向

注１ 東京都税制調査会『自動車関連税制のあり方に関する分科会報告書』（令和３年３月）より再掲。
２ 公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団ホームページより作成。
３ 2002年から2005年までは４～６月調べ、2006年から2014年までは１月調べ、2015年からは３月調べ。 16

○ 公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団による2020年３月の調査では、我が国のカーシェアリング車両ステーション数は

19,119カ所（前年比10.9％増）、車両台数は40,290台（同15.2％増）、会員数は2,046,581人（同25.8％増）と、引き続き増加している。

○ カーシェアリング車両ステーションは、都市部を中心に設置が進んでいる。



運輸部門におけるCO₂排出量

※ エネルギー転換部門（発電所等）、非エネルギー起源（工業プロセス及び製品の使用、廃棄物の焼却等）による排出量。
注１ 国土交通省資料、温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2018年度）確報値」より作成。

２ 電気事業者の発電に伴う排出量、熱供給事業者の熱発生に伴う排出量はそれぞれの消費量に応じて最終需要部門に配分。
３ 端数処理の関係上、合計の数値が一致しない場合がある。

17

欧州の車体課税におけるCO₂排出量基準導入の動き

注 環境省「税制全体のグリーン化推進検討会」（令和２年７月17日）資料より抜粋。 18



諸外国における車体課税のCO₂排出量基準について

注１ 東京都税制調査会『自動車関連税制のあり方に関する分科会報告書』（令和３年３月）より再掲。
２ 環境省「諸外国における車体課税のグリーン化の動向」（平成30年７月）、東京都主税局委託調査「平成30年フランスにおける車体課税のグリーン化及び今後の

見通しに関する調査・分析等委託」より作成。
19

自動車税・軽自動車税における営自格差の推移

注１ 東京都税制調査会『自動車関連税制のあり方に関する分科会報告書』（令和３年３月）より再掲。
２ 主税局ホームページ等より作成。

20



軽自格差の推移

注１ 東京都税制調査会『自動車関連税制のあり方に関する分科会報告書』（令和３年３月）より再掲。
２ 総務省資料より作成。 21
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3 0 主 税 調 第 ４ 号 

 東 京 都 税 制 調 査 会 

下記の事項について諮問します。 

  平成 30 年５月 18 日 

 
 

東京都知事  小 池 百 合 子 

 
 

記 

 
 

１ 諮問事項 

 地方分権の時代にふさわしい地方税制、国・地方を通じた税制全体

のあり方、その他これらに関連する諸制度について意見を求める。 
 

２ 趣旨 

急速なグローバル化の進展や先端技術の開発等、国際競争が益々激

化する一方、我が国は、２０２５年には、団塊の世代が後期高齢者と

なるなど、人類が経験したことのない超高齢社会を迎える。 

これらの日本を取り巻く内外の厳しい局面を乗り越えるには、国は

もとより、東京を含めた地方がそれぞれの役割を果たし、日本全体が

一丸となって難局に立ち向かわなければならない。 

こうした中、国は、地方財政が直面する課題に対し、本質的な議論

を深めることなく、税源の「偏在是正」を名目に「東京」対「その他

の地方」の構図をつくりだし、平成３１年度税制改正においても、地

方間の財源調整を目的として「地方法人課税の新たな偏在是正措置」

を行う考えを示している。 

地方分権の発展に向け、真に必要なことは、国から地方への税源移

譲を進め、地方の役割に見合った税財源の拡充を図っていくことであ

り、本質的な課題解決に向けた税財政制度の改革である。 

このため、真の地方自治を確立する観点から、国・地方を通じた税

制全体のあり方、その他これらに関連する諸制度について、提言を求

めるものである。 



 

 

東京都税制調査会設置要綱 

 

 

平成１２年５月２４日                              
１２主税税第４６号                              

                              知  事  決  定 
             

 

（設置目的） 
第１ 地方分権の時代にふさわしい地方税制及び国・地方を通じた税制全体のあり方等に関する

事項を検討するため、東京都税制調査会（以下「調査会」という。）を設置する。 
 
（所掌事項） 
第２ 調査会は、知事の諮問に応じ、以下の事項を検討し、提言する。 
 (1) 地方税制度の改善に関すること。 

 (2) 国と地方の税源配分に関すること。 

 (3) その他これらの事項に関連する租税制度の改善に関すること。 

 
（委員及び特別委員） 
第３ 調査会は、委員１９人程度、特別委員６人程度をもって構成する。 
２ 委員は学識経験を有する者のうちから、特別委員は都議会議員の職にある者のうちから、知

事が委嘱する。 
３ 委員及び特別委員（以下「委員等」という。）の任期は、３年とする。ただし、委員等が欠

けた場合における補欠の委員等の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
（会長及び副会長） 
第４ 調査会に、会長及び副会長を置き、委員等の互選により選任する。 
２ 会長は、調査会の会務を総理する。 
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
 
（招集） 
第５ 調査会は、会長が招集する。 
 
（小委員会） 
第６ 調査会に、委員により組織される小委員会を置く。 
２ 小委員会は、調査会の付託を受け、第２に定める所掌事項について検討を行うとともに、こ

れに必要な調査研究を行う。 
３ 小委員会に属すべき委員は、調査会に属する委員のうちから会長が指名する。 
４ 小委員会に小委員長を置く。 
５ 小委員長は、会長が指名する。 
６ 小委員長は、小委員会の事務を掌理する。 
 
（分科会）  
第７ 小委員会に、分科会を置くことができる。 
２ 分科会は、小委員会の付託を受けて、その部門に属する事項を研究する。 
３ 分科会に属すべき委員は、小委員会に属する委員のうちから小委員長が指名する。 



 

 

４ 分科会に、分科会長を置く。 
５ 分科会長は、委員の中から小委員長が指名する。 
６ 分科会長は、分科会の事務を掌理する。 
 
（専門委員） 
第８ 調査会において検討すべき事項につき、細目の調査研究その他の必要があるときは、会長

は専門委員を置くことができる。 
２ 専門委員は、専門の学識経験を有する者のうちから、会長が指名する。  
３  専門委員は、会長が認める場合には小委員会又は分科会に参加することができる。 
 
（意見の聴取) 
第９ 会長は、必要があるときは、委員等以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができる。 
 
（幹事） 
第10 調査会に、幹事を置く。 
２ 幹事は、調査会の所掌事務について、委員等を補佐する。 
３ 幹事は、別表に掲げる職にある者をもってこれに充てる。 
 
（庶務） 
第11 調査会の庶務は、主税局において処理する。 

 

（雑則） 

第12 この要綱に定めるもののほか、調査会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 
 
 
   附 則 
 この要綱は、平成１２年５月２６日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年９月１７日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年６月１０日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年６月１日から施行する。 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。ただし、平成１６年７月３１日までの間は、

別表中「  福祉保健局長  」とあるのは「  

                 
 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 
 

附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 
 

福祉局長 
健康局長 

」 

とする。 



 

 

   附 則 
 この要綱は、平成２２年７月１６日から施行する。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成２６年１月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成２６年７月１６日から施行する。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
 
   附 則（委員の任期の特例） 
 １ この要綱は、令和３年１月１日から施行する。 
２ 令和３年３月３１日に第３の３に規定する任期が終了することとなる委員等の任期は、同

項の規定にかかわらず、令和４年３月３１日までとする。 

 
 
別表(第10関係) 

 教育長  都市整備局長

 東京都技監  環境局長

 政策企画局長  福祉保健局長

 総務局長  産業労働局長

 財務局長  建設局長

 生活文化局長  港湾局長

 オリンピック・パラリンピック準備局長  会計管理局長

幹
事

 
 
 


